




































































































































































で事業活動を行う 100％子会社 S １社と、タックス・
ヘイブン国に S １社の 100％子会社である S ２社を設
立したとする。S ２社が P 社から米国以外の特許権を
購入し、費用分担契約（cost sharing agreement）を



































































































































































































































イギリス Institute for Fiscal Studies により公表され
た「マーリーズ・レビュー（Mirrlees［2011］）」の中
で、Auerbach, Devereux, and Simpson［2011］により、
VAT 型仕向地キャッシュフロー法人税（VAT type 























（Auerbach, Devereux, and Simpson［2011:842］）























































































［2013］で指摘したように Musgrave and Musgrave
［1972］の国家間公平を考慮した租税協調の考え方が
根底にあるものと考えられる。しかし、現在でもトラ
ンプ政権に米国連邦法人税の税率を 35% から 21% へ
と引き下げる 33 という動きに見られるように、「底辺
への競争」と呼ばれる法人税率の引き下げによる租税
競争は止まるところを知らない。
　そこで、長期的で抜本的な法人税改革案として、
Avi-Yonah［2015］の多国間アプローチ、Tanzi［2016］
の世界税務当局の設立、Devereux［2015］の三つの
改革案を取り上げ、検討を行ってきた。筆者としては、
Devereux［2015］の提案する VAT 型仕向地キャッシュ
フロー法人税が、移動可能性の低い消費者の所在地を
利潤配分の基準におくという意味で、国家間の租税競
争を抑制し、なおかつ実行可能性の高い改革案である
と考えている。しかし、土居［2011］の指摘するよう
に多国籍企業の国際的な立地選択に歪みを生じさせる
という問題も指摘されており、今後、実施に際して、
国家間の租税競争を抑制するという長所を見据えたう
えで、どの程度の弊害や問題が生じるのか、実証研究
等の結果を待って比較衡量し、更なる検討が必要とな
ると考える。
